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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第２四半期連結
累計期間

第57期
第２四半期連結
累計期間

第56期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

営業収益 (百万円) 103,070 106,196 211,804

経常利益 (百万円) 13,474 17,002 29,486

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(百万円) 10,447 13,622 24,577

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 11,806 13,106 24,028

純資産額 (百万円) 261,816 287,142 274,023

総資産額 (百万円) 5,012,439 5,189,455 5,152,900

１株当たり四半期（当期）純利益
金額

(円) 9.52 7.93 17.46

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

(円) 6.08 7.93 14.30

自己資本比率 (％) 5.2 5.5 5.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,184 △54,139 △42,279

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,762 △13,589 △22,434

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,960 25,522 111,787

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

(百万円) 126,887 136,362 178,792

 

回次
第56期

第２四半期連結
会計期間

第57期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.26 4.30

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益は、消費税等を除いて表示しております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報　３．報告セグメントの変更等に関する

事項」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により緩やかな景気の回復が続いて

おりますが、実質消費支出が前年を下回るなど個人消費にはやや弱さが見られました。景気の先行きにつきまし

ては、円高による企業業績への影響や消費者マインド低迷による個人消費の回復の遅れが懸念され、また海外経

済の不確実性の高まりなどから不透明な状況が継続しております。

 

このような状況のなか、当社におきましては前期よりスタートしました中期経営計画の２年目にあたる当期は

“「変革への挑戦」の加速、そして本格化”を基本方針に掲げ、業容・収益の持続的成長に向けた重点施策の推

進を加速させるとともに、中期経営計画最終年度の目標を達成するべく、新たな成長モデルの実現に向けた様々

な取組みに挑戦しております。

 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、以下のとおりであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、報告セグメントの区分を従来の「個品割賦事業」「カード・融資事業」

「銀行保証事業」の３事業から中期経営計画において第四の事業として成長を見込む「決済・保証事業」を加え

た４事業に変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント

情報等）　セグメント情報　３．報告セグメントの変更等に関する事項」に記載のとおりであります。

また、前年同四半期比較につきましては、変更後の区分に基づいております。

 

営業収益につきましては、前年同期比31億円増の1,061億円となりました。

事業別の状況につきましては、個品割賦事業のオートローンでは取扱高が減少し減収となりました。ショッピ

ングクレジットでは取扱高は前年並みとなり、事業収益は微増となりました。

カード・融資事業につきましては、カードショッピングでは取扱高及びカードショッピングリボ残高が増加し

増収となりましたが、融資につきましては減収となりました。

銀行保証事業につきましては、保証残高が増加し増収となりました。

決済・保証事業につきましては、家賃決済保証及び小口リース保証の取扱高が増加し増収となりました。

 

なお、詳細につきましては「(2）主な事業の状況」に記載しております。

 

営業費用につきましては、前年同期比4億円減の891億円となりました。

貸倒関係費は微増となりましたが、一般経費及び金融費用は減少しました。なお、過払金返還額及び足許の返

還状況等を踏まえ利息返還損失引当金を当第２四半期連結累計期間に77億円繰り入れております。

 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、経常利益は前年同期比35億円増の170億円、親会社株主に

帰属する四半期純利益は前年同期比31億円増の136億円となりました。
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(2）主な事業の状況

事業収益は1,029億円（前年同期比3.2%増）であり、以下に記載しております。

 

（参考資料）事業収益の事業別内訳

事業
前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 前年同期比

金額（億円） 金額（億円） 増減率（％）

個品割賦 392 393 0.3

カード・融資
（内、カードショッピング）

349
(204)

355
(219)

1.6
(7.4)

銀行保証 170 191 12.2

決済・保証 25 32 30.8

その他 59 56 △5.1

計 997 1,029 3.2

 

個品割賦事業

個品割賦事業につきましては、大型提携先への推進強化やＷｅｂを活用した多彩な商品の提供などによるお客さ

まの利便性向上にも注力してまいりました。

オートローンにつきましては、お客さまのニーズを捉えた商品の拡充等によりオートリースは好調に推移しまし

たが、新車ディーラーの取扱高が減少し減収となりました。

ショッピングクレジットにつきましては、住宅リフォームは減少したものの、業務用機器等への取組強化や付加

価値商品の推進により、事業収益につきましては微増となりました。

 

これらの結果、個品割賦事業の事業収益は、393億円（前年同期比0.3%増）となりました。

 

カード・融資事業

カード・融資事業につきましては、カードショッピングは大型提携先への稼動促進等により取扱高が増加し、

カードショッピングリボ残高も着実に増加したことから増収となりました。

新規のカード発行につきましては、ポイント還元率を高めた「Orico Card THE POINT」の発行枚数が順調に拡大

しております。また、中国の電子決済サービス最大手「Alipay（アリペイ）」と提携しアクワイアリング業務を開

始するなど、海外から来日されるお客さまのニーズに応える新たな取組みにも注力しております。

融資につきましては減収となりましたが優遇金利施策や利用状況に応じた顧客セグメント毎のプロモーション等

に引き続き注力しております。

 

これらの結果、カード・融資事業全体の事業収益は、355億円（前年同期比1.6%増）となりました。

 

銀行保証事業

銀行保証事業につきましては、金融機関のニーズに適応した幅広い商品の提供や効果的なローン拡販施策の総合

提案等により保証残高は引き続き増加し増収となりました。Ｗｅｂサイト上で契約手続が可能なＷｅｂ完結スキー

ムの導入先につきましても着実に増加しております。

 

この結果、銀行保証事業の事業収益は、191億円（前年同期比12.2%増）となりました。
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決済・保証事業

決済・保証事業につきましては、家賃決済保証の大型提携先への推進強化や小口リース保証における提携代理店

数の拡大等により取扱高が増加し増収となりました。

 

この結果、決済・保証事業の事業収益は、32億円（前年同期比30.8%増）となりました。

 

その他事業

日本債権回収株式会社等のサービサー会社２社をはじめ、クレジット関連業務の各種業務代行や情報処理サービ

ス等を担うグループ会社各社は、主要業務の成長とその周辺業務の拡大及びグループ内での連携による生産性向上

に取組んでおります。

 

この結果、その他事業における事業収益は、56億円（前年同期比5.1%減）となりました。

 

(3）財政状態の分析

　資産の状況につきまして、資産合計は前連結会計年度の5兆1,529億円から365億円増加し、5兆1,894億円とな

りました。これは主に、取扱高の増加に伴い割賦売掛金等が増加したことによるものであります。

 

　負債の状況につきまして、負債合計は前連結会計年度の4兆8,788億円から234億円増加し、4兆9,023億円とな

りました。これは主に、比較的低利調達が可能な社債を発行し営業資産の増加に対応したことによるものであり

ます。

 

　また、純資産につきましては、前連結会計年度の2,740億円から131億円増加し、2,871億円となりました。こ

れは主に、利益剰余金が増加したことによるものであります。

 

(4）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、1,363億円となりました。

 

　各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の営業活動による資金の減少は、541億円（前年同期比469億円の支出増）となりまし

た。

これは主に、売上債権の増加によるものであります。

また、当第２四半期連結累計期間において債権流動化により調達した資金は、2,504億円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の投資活動による資金の減少は、135億円（前年同期比28億円の支出増）となりまし

た。

これは主に、無形固定資産（ソフトウエア）の取得によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の財務活動による資金の増加は、255億円（前年同期比125億円の収入増）となりまし

た。

これは主に、社債を発行したことによるものであります。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　記載すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,825,000,000

Ｉ種優先株式 140,000,000

計 1,965,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,718,163,703 1,718,163,703
東京証券取引所
市場第一部

(注)１,２,３

第一回Ｉ種優先株式 140,000,000 140,000,000 非上場・非登録 (注)２,３,４,５

計 1,858,163,703 1,858,163,703 － －

（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、議決権を有しております。

２．当社の株式の単元株式数は、普通株式が100株、第一回Ⅰ種優先株式（以下「Ｉ種優先株式」という。）は

1,000株であります。普通株式は平成19年６月４日に２株を１株にする株式併合を行い、普通株主の権利に変

動が生じないように、株式併合の効力発生と同時に1,000株から500株に変更した後、全国証券取引所が公表し

ました「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨に鑑み、平成25年10月１日に単元株式数を500株から100株

に変更したものであります。

また、Ⅰ種優先株式は議決権を有しないこととしております。これは、資本の増強にあたり既存株主への影響

を考慮したためであります。

３．当社におけるすべての種類株式について、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

４．Ⅰ種優先株式の内容は次のとおりであります。

(1) 優先株主配当金

①　優先配当金の額

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行う

ときは、当該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当

を行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記録されたＩ種優先株式を有する株主（以下「Ｉ種優先

株主」という。）又はＩ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｉ種登録株式質権者」という。）に対し、

毎年３月31日の最終の株主名簿に記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普

通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｉ種優先株式１株当たり、

Ｉ種優先株式１株当たりの払込金額（1,000円）に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める年率（以下

「Ｉ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｉ種優先配当金」という。）を支払

う。但し、当該事業年度において後記②に定めるＩ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｉ種優先中

間配当金を控除した額とする。

Ｉ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、以

下に掲げる事業年度の区分に応じて、対応する各算式により計算される年率とする。

平成29年３月31日までに終了する事業年度：Ｉ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％

平成30年３月31日に終了する事業年度　　：Ｉ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％×

122÷365＋2.75％×243÷365

平成30年４月１日以降に終了する事業年度：Ｉ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋2.75％
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・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前

営業日を年率修正日とする。

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその

直後の10月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円

６ヵ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として公表される

数値の平均値を指すものとする。

②　優先中間配当金の額

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記

録されたＩ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に対し、毎年９月30日の最終の株主名簿に記録された普通

株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｉ種優先株式１株につき各事業年度におけるＩ種優先配当金の２

分の１の額の金銭（以下「Ｉ種優先中間配当金」という。）を支払う。但し、平成30年３月31日に終了す

る事業年度におけるＩ種優先中間配当金の額は、Ｉ種優先株式１株当たりの払込金額（1,000円）に、当

該事業年度にかかる日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）の２分の１に0.7938％を加えた比率を乗じて算出した

額とする。

③　非累積条項

ある事業年度においてＩ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＩ種優先

配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。

④　参加条項

Ｉ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、

Ｉ種優先配当金（Ｉ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を

含む。）を行うことができ、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うとき

は、Ｉ種優先株主又はＩ種登録株式質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額

の配当財産を交付する。

(2) 残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｉ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録

株式質権者に先立ち、Ｉ種優先株式１株につき1,000円を支払う。Ｉ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に

対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(3) 議決権

Ｉ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(4) 強制取得

①　当会社は、いつでもⅠ種優先株式の全部又は一部を取得することができるものとし、Ⅰ種優先株式を取得

するのと引換えに、後記②に定める額の金銭を交付するものとする。Ⅰ種優先株式の一部を取得する場

合、取得される株式は按分比例により決定する。

②　Ⅰ種優先株式の取得と引換えに交付する金銭の額は、１株につき1,050円に、優先配当開始事業年度初日

以降は取得日の属する事業年度におけるⅠ種優先配当金の額を当該事業年度の初日から取得日までの日数

(初日及び取得日を含む。)で日割計算した額（但し、取得日が平成29年４月１日から平成30年３月31日ま

での間の日である場合には以下に定める修正加算額とする。）を加算した額とする。但し、取得日の属す

る事業年度においてⅠ種優先中間配当金を既に支払ったときは、その額を控除した金額とする。

修正加算額＝Ｉ種優先株式１株当たりの払込金額（1,000円）×（a1×b÷365＋a2×c÷365）

なお、上記算式における各記号は以下の意味を有する。

a1＝平成30年３月31日に終了する事業年度にかかる日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％

b ＝平成29年４月１日から取得日までの日数（平成29年４月１日及び取得日を含む。但し、平成29年８

月１日以降の日数を除く。）

a2＝平成30年３月31日に終了する事業年度にかかる日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋2.75％

c ＝平成29年８月１日から取得日までの日数（平成29年８月１日及び取得日を含む。但し、取得日が平

成29年７月31日以前の場合には、零とする。）

(5) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｉ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。

当会社はＩ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を

与えない。
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５．発行済株式のうちＩ種優先株式１億4,000万株は、金銭以外の財産を出資の目的としたものであり、その財産

の内容及び価額は次のとおりであります。

株式会社みずほ銀行の当会社に対して有する株式会社みずほ銀行と当会社との間に次に掲げる各契約に基づ

く元本債権（但し、次に掲げる順序に従って元本金額の総額が140,000,000,000円に満つるまでの部分に限

る。）

(1）2006年７月26日付金銭消費貸借契約証書

(2）2004年６月30日付金銭消費貸借契約証書

(3）平成15年３月31日付特別当座貸越約定書（平成15年３月31日付連動金利適用に関する特約書、平成15年

12月30日付変更契約証書、平成16年３月12日付変更契約証書、平成16年３月31日付変更契約証書、平成

16年４月30日付変更契約証書、平成16年６月30日付変更契約証書、平成17年１月17日付変更契約証書、

平成17年３月18日付変更契約証書、平成17年３月31日付変更契約証書、平成17年９月30日付変更契約証

書、平成18年３月31日付変更契約証書、平成18年９月29日付変更契約証書による変更を含む。）

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成28年７月28日

新株予約権の数（個） 232

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式　(注)１

新株予約権の目的となる株式の数（株） 116,000

新株予約権の行使時の払込金額
株式１株当たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額

とする。

新株予約権の行使期間 平成28年８月24日～平成48年８月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額

 
発行価格 500株につき 100,500円

資本組入額 500株につき 50,250円
 

新株予約権の行使の条件

・本新株予約権の割当てを受けた者は、行使可能期間内であることに加

え、当社の取締役及び執行役員の地位をいずれも喪失した日の翌日を

起算日として10日が経過するまでの間に限り、行使することができ

る。

・本新株予約権を行使する場合は、保有する新株予約権の全部を一括し

て行使する。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割

（当社が分割会社となる場合に限る。）、新設分割、株式交換（当社が

完全子会社となる場合に限る。）、又は株式移転（以上を総称して以下

「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効

力発生時点において残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」と

いう。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権を以下の条件で交付することとする。この

場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権

を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め、こ

れが当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当

社の取締役会決議がなされた場合）に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数とす

る。

②　新株予約権の目的となる株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的となる株式の数

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

再編後行使価額に上記③に従って決定される各新株予約権の目的

である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再

編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより

交付を受ける再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤　新株予約権の行使期間

上記「新株予約権の行使期間」欄に定める本新株予約権を行使す

ることができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず

れか遅い日から、同欄に定める本新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。

⑥　その他行使条件及び取得条項

上記「新株予約権の行使の条件」及び(注)２に準じて定めるもの

とする。

⑦　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本金及び資本準備金に関する事項

(注)３に準じて定めるものとする。

⑧　新株予約権の取得承認

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を

要する。

（注）１．普通株式の内容は、「１．株式等の状況」の「(1) 株式の総数等」の「②発行済株式」に記載しております。

２．以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当

社の取締役会決議がなされた場合）、当社取締役会又は当社取締役会の委任を受けた当社の代表取締役が別途

定める日に、当社は無償で本新株予約権を取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる会社分割契約又は会社分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要す

ること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案
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３．本新株予約権の行使により新株を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額（但し、１円未満の端数は切り上げる。）とする。資本

金として計上しないこととした額は資本準備金とする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年７月１日～
平成28年９月30日

 (注)

普通株式
203
 
 

普通株式
1,718,163
優先株式
140,000

11 150,028 11 863

（注）新株予約権（ストック・オプション）の行使によるものであります。
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（６）【大株主の状況】

普通株式及び第一回Ｉ種優先株式の合計所有株式数の多い順上位10位は、以下のとおりであります。

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 976,403 52.54

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 284,049 15.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 170,767 9.19

小手川 隆 東京都港区 23,300 1.25

東京センチュリーリース株式会社 (注)１ 東京都千代田区神田練塀町３番地 15,362 0.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 15,292 0.82

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関１丁目４番１号 11,500 0.61

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口５)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,810 0.47

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口６)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,800 0.47

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口３)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,702 0.46

計 － 1,522,989 81.96

 
なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10位は、以下のとおりであります。

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
（％）(注)２

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 8,364,031 48.68

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 2,840,499 16.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,707,677 9.93

小手川 隆 東京都港区 233,000 1.35

東京センチュリーリース株式会社 (注)１ 東京都千代田区神田練塀町３番地 153,625 0.89

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 152,922 0.89

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関１丁目４番１号 115,000 0.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 88,107 0.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口６）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 88,003 0.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口３）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 87,027 0.50

計 － 13,829,891 80.49

（注）１．東京センチュリーリース株式会社は平成28年10月１日付で東京センチュリー株式会社に商号変更しておりま

す。

２．総株主の議決権については、「１．株式等の状況」の「(7) 議決権の状況」の「①発行済株式」に記載してお

ります。
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３．普通株式及び第一回Ｉ種優先株式の大株主の状況は、以下のとおりであります。

①　普通株式 平成28年９月30日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

種類ごとの発行
済株式総数に対
する所有株式数
の割合（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 836,403 48.68

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 284,049 16.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 170,767 9.93

小手川　隆 東京都港区 23,300 1.35

東京センチュリーリース株式会社 (注)１ 東京都千代田区神田練塀町３番地 15,362 0.89

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 15,292 0.89

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関１丁目４番１号 11,500 0.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,810 0.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口６）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,800 0.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口３）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,702 0.50

計 － 1,382,989 80.49

 

②　第一回Ｉ種優先株式 平成28年９月30日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

種類ごとの発行
済株式総数に対
する所有株式数
の割合（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 140,000 100.00

 

４．平成27年８月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、銀行等保有株式取得機構が平成27

年７月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末

現在における実質所有株式数の確認ができないため、「大株主の状況」欄は当社の株主名簿に基づいて記載し

ております。その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　銀行等保有株式取得機構

住所　　　　　　　　　　東京都中央区新川２丁目28番１号

保有株券等の数　　　　　普通株式　155,000千株

株券等保有割合　　　　　10.02％

 

５．平成28年10月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行の共同保有者

であるアセットマネジメントOne株式会社が平成28年10月１日現在で以下の株式を所有している旨が記載され

ているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、「大

株主の状況」欄は当社の株主名簿に基づいて記載しております。その大量保有報告書の内容は次のとおりであ

ります。

共同保有者　　　　　　　アセットマネジメントOne株式会社

住所　　　　　　　　　　東京都千代田区丸の内１丁目８番２号

保有株券等の数　　　　　普通株式　26,928千株

株券等保有割合　　　　　1.45％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第一回Ｉ種優先株式

            140,000,000
－ (注)１

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        53,600 － (注)１

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,718,001,700 17,180,017 (注)１，２

単元未満株式 普通株式       108,403 － (注)１，３

発行済株式総数 1,858,163,703 － －

総株主の議決権 － 17,180,017 －

（注）１．株式の内容は「１．株式等の状況」の「(1) 株式の総数等」の「②発行済株式」に記載しております。

２．株式数は、株式会社証券保管振替機構名義の株式500株を含めて記載しております。また、議決権の数は同

機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個を含めて記載しております。

３．１単元（100株）未満の株式であります。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(注)１

株式会社オリエントコーポ
レーション

東京都千代田区麹町
５丁目２番地１

3,600 － 3,600 0.00

株式会社ＪＣＭ　　(注)２
東京都千代田区神田
錦町３丁目13番

50,000 － 50,000 0.00

計 － 53,600 － 53,600 0.00

（注）１．発行済株式総数は、発行済普通株式の総数であります。

２．当社の持分法適用関連会社であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動について、該当事項はありませ

ん。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 178,792 136,362

受取手形及び売掛金 505 394

割賦売掛金 ※１ 842,201 ※１ 896,330

信用保証割賦売掛金 3,123,649 3,091,845

資産流動化受益債権 ※２ 460,157 ※２ 484,723

販売用不動産 1,170 1,170

その他のたな卸資産 ※３ 1,101 ※３ 994

その他 462,475 483,365

貸倒引当金 △144,192 △143,057

流動資産合計 4,925,861 4,952,129

固定資産   

有形固定資産 105,064 104,906

無形固定資産   

のれん 94 63

その他 96,167 106,165

無形固定資産合計 96,261 106,229

投資その他の資産 25,328 25,652

固定資産合計 226,655 236,788

繰延資産 383 537

資産合計 5,152,900 5,189,455
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 458,081 473,843

信用保証買掛金 3,123,649 3,091,845

短期借入金 42,130 45,681

1年内返済予定の長期借入金 315,251 292,568

未払法人税等 5,039 4,039

賞与引当金 3,431 3,635

割賦利益繰延 17,482 18,333

その他 319,250 302,807

流動負債合計 4,284,316 4,232,755

固定負債   

社債 80,015 120,000

長期借入金 473,369 509,604

役員退職慰労引当金 31 31

ポイント引当金 3,647 3,784

利息返還損失引当金 23,677 22,941

退職給付に係る負債 6,926 6,521

その他 6,892 6,674

固定負債合計 594,559 669,557

負債合計 4,878,876 4,902,312

純資産の部   

株主資本   

資本金 150,015 150,028

資本剰余金 859 872

利益剰余金 118,516 132,139

自己株式 △15 △14

株主資本合計 269,377 283,025

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 596 419

繰延ヘッジ損益 △410 △409

為替換算調整勘定 △60 △90

退職給付に係る調整累計額 4,400 4,093

その他の包括利益累計額合計 4,526 4,013

新株予約権 98 84

非支配株主持分 21 19

純資産合計 274,023 287,142

負債純資産合計 5,152,900 5,189,455
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業収益   

事業収益   

信販業収益 ※１ 95,131 ※１ 98,468

その他の事業収益 4,659 4,527

事業収益合計 99,790 102,996

金融収益 359 461

その他の営業収益 2,920 2,738

営業収益合計 103,070 106,196

営業費用   

販売費及び一般管理費 ※２ 83,978 ※２ 84,545

金融費用 5,505 4,558

その他の営業費用 111 90

営業費用合計 89,595 89,194

営業利益 13,474 17,002

経常利益 13,474 17,002

特別利益   

有形固定資産売却益 － 103

投資有価証券売却益 14 －

受取立退料 － 160

特別利益合計 14 263

特別損失   

有形固定資産売却損 39 36

有形固定資産除却損 10 1

ソフトウエア除却損 － 393

特別損失合計 49 431

税金等調整前四半期純利益 13,439 16,834

法人税、住民税及び事業税 2,862 3,238

法人税等調整額 125 △26

法人税等合計 2,987 3,212

四半期純利益 10,451 13,622

非支配株主に帰属する四半期純利益 4 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,447 13,622
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 10,451 13,622

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △120 △176

繰延ヘッジ損益 △120 0

為替換算調整勘定 △48 △32

退職給付に係る調整額 1,645 △307

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 1,355 △515

四半期包括利益 11,806 13,106

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 11,805 13,108

非支配株主に係る四半期包括利益 1 △1
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 13,439 16,834

減価償却費 3,695 3,212

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,057 △1,133

賞与引当金の増減額（△は減少） 101 203

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △733 △693

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △4 △736

受取利息及び受取配当金 △56 △44

支払利息 5,182 3,960

売上債権の増減額（△は増加） △79,419 △47,495

たな卸資産の増減額（△は増加） △201 106

仕入債務の増減額（△は減少） 53,145 △16,040

割賦利益繰延の増減額（△は減少） △2,249 878

その他の資産の増減額（△は増加） 751 △19,960

その他の負債の増減額（△は減少） 8,071 14,803

その他 △348 47

小計 △1,683 △46,056

利息及び配当金の受取額 290 290

利息の支払額 △4,951 △3,942

法人税等の支払額 △839 △4,431

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,184 △54,139

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △9,745 △12,748

投資有価証券の取得による支出 △284 △0

投資有価証券の売却による収入 70 0

その他 △803 △841

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,762 △13,589

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,910 3,667

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 5,700 △31,100

長期借入れによる収入 169,430 167,917

長期借入金の返済による支出 △171,840 △154,364

社債の発行による収入 19,880 39,790

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,656 △373

セール・アンド・リースバックによる収入 352 －

その他 3 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,960 25,522

現金及び現金同等物に係る換算差額 △108 △222

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,095 △42,429

現金及び現金同等物の期首残高 131,983 178,792

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 126,887 ※ 136,362
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【注記事項】

（会計方針の変更）

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半期

連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．ローンカード及びクレジットカードに付帯するキャッシングサービスにおいて、顧客に付与した限度額のうち、

当第２四半期連結会計期間末における未実行残高（流動化したものを含む）は、次のとおりであります。

なお、当該契約には信用状況の変化、その他相当の事由があるときは、貸出の中止ができる旨定められており、

必ずしもこの未実行残高のすべてが実行されるものではありません。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

未実行残高 1,559,311百万円 1,549,562百万円

 

※２．割賦売掛金を流動化したことに伴い保有する信託受益権等の債権であります。

 

※３．その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

商品及び製品 1,101百万円 994百万円

 

４．保証債務

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

従業員の金融機関からの
住宅借入金に対する保証

753百万円 629百万円

 

EDINET提出書類

株式会社オリエントコーポレーション(E04775)

四半期報告書

20/27



（四半期連結損益計算書関係）

※１．信販業収益の内訳

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

包括信用購入あっせん収益 20,413百万円 21,926百万円

個別信用購入あっせん収益 23,399 30,400

信用保証収益 35,746 31,484

融資収益 14,698 13,752

その他 873 905

合計 95,131 98,468

 

（注）各部門収益には、割賦売掛金の流動化による収益が次のとおり含まれております。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

包括信用購入あっせん収益 6,356百万円 7,807百万円

個別信用購入あっせん収益 14,120 20,804

融資収益 6,153 6,398

計 26,631 35,010

 

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
　　至　平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

貸倒引当金繰入額 18,294百万円 18,695百万円

利息返還損失引当金繰入額 7,217 7,761

従業員給料及び手当 13,705 13,549

退職給付費用 894 605

賞与引当金繰入額 3,394 3,505

ポイント引当金繰入額 1,779 2,227

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

現金及び預金 106,889百万円 136,362百万円

流動資産のその他に含まれる短期貸付金 19,998 －

現金及び現金同等物 126,887 136,362

 

（株主資本等関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
 個品割賦

カード・
融資

銀行保証
決済・
保証

計

営業収益        

外部顧客に対する
営業収益　　(注)２

39,233 34,969 17,092 2,509 93,805 5,985 99,790

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 1 － 0 1 4,049 4,050

計 39,233 34,971 17,092 2,509 93,807 10,034 103,841

セグメント利益 31,514 26,716 10,648 2,215 71,094 2,431 73,526

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、現在新規取扱のな

い住宅ローン、及びサービサー等の事業を含んでおります。

２．報告セグメントの外部顧客に対する営業収益に含まれる主な部門収益は、以下のとおりであり

ます。

（単位：百万円）
 

 金額

個品割賦事業  

個別信用購入あっせん収益 21,308

信用保証収益 17,924

カード・融資事業  

包括信用購入あっせん収益 20,413

融資収益 14,556

銀行保証事業  

信用保証収益 17,092

決済・保証事業  

個別信用購入あっせん収益 2,014

信用保証収益 73

その他 420

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 71,094

「その他」の区分の利益 2,431

全社費用等　　　　　　　　　 （注） △56,264

その他 △3,787

四半期連結損益計算書の営業利益 13,474

（注）全社費用等の主なものは、貸倒引当金繰入額を除く販売費及び一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
 個品割賦

カード・
融資

銀行保証
決済・
保証

計

営業収益        

外部顧客に対する
営業収益　　(注)２

39,336 35,526 19,173 3,281 97,318 5,677 102,996

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 0 － 0 1 4,112 4,113

計 39,336 35,527 19,173 3,282 97,319 9,789 107,109

セグメント利益 31,895 28,613 11,394 2,948 74,851 2,395 77,247

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、現在新規取扱のな

い住宅ローン、及びサービサー等の事業を含んでおります。

２．報告セグメントの外部顧客に対する営業収益に含まれる主な部門収益は、以下のとおりであり

ます。

（単位：百万円）
 

 金額

個品割賦事業  

個別信用購入あっせん収益 28,160

信用保証収益 11,176

カード・融資事業  

包括信用購入あっせん収益 21,926

融資収益 13,599

銀行保証事業  

信用保証収益 19,173

決済・保証事業  

個別信用購入あっせん収益 2,240

信用保証収益 624

その他 416

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 74,851

「その他」の区分の利益 2,395

全社費用等　　　　　　　　　 （注） △56,366

その他 △3,878

四半期連結損益計算書の営業利益 17,002

（注）全社費用等の主なものは、貸倒引当金繰入額を除く販売費及び一般管理費であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、平成28年３月期を初年度とする５ヵ年の中期経営計画において、「決済・保証事業」

を第四の事業へと成長させることを目指しており、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分

を従来の「個品割賦事業」「カード・融資事業」「銀行保証事業」の３事業から「決済・保証事業」を

加えた４事業に変更いたしました。具体的には、従来の「個品割賦事業」から家賃決済保証、売掛金決

済保証及び小口リース保証業務を、また「その他」から集金代行業務を「決済・保証事業」に移管して

おります。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため記載しておりません。

 

（有価証券関係）

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

すべてヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 9円52銭 7円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益
（百万円）

10,447 13,622

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純利益（百万円）

10,447 13,622

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,097,841 1,718,041

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6円08銭 7円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額
（百万円）

－ －

普通株式増加数（千株） 620,798 712

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月７日

株式会社オリエントコーポレーション

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 亀井　純子　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　信彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オリエ

ントコーポレーションの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28

年７月１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オリエントコーポレーション及び連結子会社の平成28年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社オリエントコーポレーション(E04775)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

